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改訂連結財務諸表原則が連結財務分析に与える影響
松尾幸正
くはじめに＞
企業会計審議会は1997年6月6日に『連結財務諸表制度の見直しに関す
る意見書』（以下「新連結意見書」という）を公表して，従米のわが国におけ
る個別情報を中心とするディスクロージャー・システムを連結情報中心に
方向転換し，そうした新たな開示制度を1999年4月以後開始する事業年度，
すなわち2000年3月期決算会社から本格的に実施する方針を打ち出した。
わが国における連結財務諸表制度は， 1975年6月に企業会計審議会が公
表した「連結財務諸表の制度に関する意見書」に基づき， 1977年4月以後
開始する事業年度から導入された。導入当初有価証券報告書の添付書類で
あった連結財務諸表が，その後の改正によって有価証券報告書本体への組
入れ等，連結財務諸表制度に係る数々の充実・見直しが図られてきたが，
そうした充実・見直しにもかかわらず，今日まで個別情報を中心として連
結情報を付随情報とする開示体系が制度上続いてきた。
ところが，一方では，近年のわが国企業における多角化・国際化の急速
な進展，他方では，わが国証券市場への海外投資家の参入の増大など，わ
が国企業を取り巻く環境が著しく変化するのに伴い，経営者側でも投資者
側でも連結情報に対するニーズが一段と高まってきた。新連結意見書は，
こうした状況に鑑みて発表された。
改訂連結財務諸表原則（以下「改訂原則」という）が現行連結財務諸表原
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則（以下「現行原則」という）と異にしている主要な点は，連結範囲判定基
準，資本連結手続き，及ぴ少数株主持分の扱いである。本稿では，これら
の改正点が連結財務内容の分析に及ぽす影響を検討する。
1 連結範囲，資本連結手続き，及ぴ少数株主持分の改正
連結範囲，資本連結手続き及ぴ少数株主持分の改正が持つ意味に関する
詳細ついては別項で検討したので（松尾 [1998]），本稿では今回の連結原
則の改訂が連結財務内容の分析に及ぼす影響を検討するのに必要な範囲で
のみ，その概要を取り上げることにする。
1)連結範囲の改正
改訂原則には，連結範囲の決定に支配力基準が導入された。すなわち，
現行原則の持株基準に加えて，他会社に対する議決権所有割合が50％未満
であっても，高比率の議決権を有していて，かつ，当該会社の意思決定機
関を支配している一定の事実が認められれば連結対象とする（改訂「連結原
則」第三，ー ， 2)' との規定が追加された。この場合，他会社の意思決定機
関支配の一定事実の例として，次の 4つのケースを改訂原則は挙げている
（改訂「連結原則」注解5)。
(1) 議決権を行使しない株主が存在することにより，株主総会において議
決権の過半数を継続的に占めることができる場合
(2) 役員，関連会社等の協力的な株主の存在により，株主総会において議
決権の過半数を継続的に占めることができると認められる場合
(3) 役員もしくは従業員である者又はこれらであった者が，取締役の構成
員の過半数を継続して占めている場合
(4) 重要な財務及ぴ営業の方針決定を支配する契約等が存在する場合
さらにまた，改訂原則は関連会社の範囲決定に際しても「影響力基準」
を導入して，議決権株の20％以上の所有に加えて，議決権所有割合が20%
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未満の場合，親会社及び子会社が子会社以外の他会社の財務及び営業の方
針決定に重要な影響を与えうる一定の事実が認められれば．当該他会社に
対する投資の評価に持分法を適用することにしている（改訂「連結原則」第
四．八， 2）。
2)資本連結手続きの改正
資本連結とは，「親会社の子会社に対する投資とこれに対応する子会社の
資本を相殺消去し，消去差額が生じた場合には当該差額を連結調整勘定と
して計上するとともに，子会社の資本のうち親会社に帰属しない部分を少
数株主持分に振り替える一連の手続き」である（新連結意見書第二部5)。
現行原則では，親会社の子会社投資と子会社資本との相殺消去の結果，
投資消去差額が生じた場合には，その段階で差額発生の原因分析を行い，
帳簿価額と時価との乖離等に原因があれば，差額を当該科目に振り替える
ことになっている（現行「連結原則」第四，二， 2)。改訂原則との資本連結
手続きの違いがここにある。
改訂原則では，資本連結に際して投資と資本を相殺消去する前に，子会
社の資産及び負債を時価評価し，その後に消去手続きを行うことにしてい
る。改訂原則は子会社資産及ぴ負債の時価評価に際し， 2つの選択肢を規
定している。 1つは部分時価評価法であり，他の 1つは全面時価評価法で
ある。
部分時価評価法では，時価評価する子会社資産及ぴ負債の範囲を支配株
主持分に相当する部分に限定するのに対して，全面時価評価法では非支配
1)連結範囲判定基準としての持株基準のもとでは．親会社株主持分以外の持分を少
数株主持分 (minorityinterest) と呼称することに不都合はない。しかし．支配力
基準のもとでは少数株主持分では必ずしも経済的事実を正確に表現しているとは言
えず．親会社株主とそれ以外の株主との関係は支配の有無にあるので，親会社株主
以外の株主に係る持分をむしろ非支配株主持分 (noncontrollinginterest)と呼ぶの
が正しい。本稿では．以後この呼称を使うことにする。
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株主持分1)相当部分を含むすべての資産及び負債を時価評価する。前者は
「親会社持分を重視する考え方」であり，後者は「子会社が企業集団の一
員を構成することになった事実を重視する考え方」である（新連結意見書第
二部5(1)①）。換言すれば，部分時価評価法は親会社概念を基礎に置き，全
面時価評価法は経済的単一体概念を基礎に置いている。
改訂原則では，子会社資産・負債の時価評価額と当該資産・負債の簿価
との差額（以下「評価差額」という）は，子会社の資本とすることにしてい
る（改訂「連結原則」第四，二， 2）。
資本連結のタイミングは，部分時価評価法では子会社株式の取得日ごと
であるのに対して，全面時価評価法では支配獲得日である（改訂「連結原則」
第四，二， 1）。
結局，部分時価評価法と全面時価評価法との間には，それぞれの基礎に
ある連結概念に相違があるほか，両者には資本連結のタイミングと時価評
価の対象に相違がある。
親会社の子会社投資とそれに対応する子会社資本との相殺消去の結果生
ずる差額は「連結調整勘定」として計上されるが，改訂原則では相殺消去
が子会社資産・負債の時価評価後に行われるため，連結調整勘定は事実上
のれんの性格を有することになる。したがって，連結調整勘定の償却額は，
現行原則では税金等調整前当期純利益に対する加減項目として表示される
（現行「連結原則」第五，四， 1）のに対して，改訂原則では販売費及ぴ一般
管理費の区分（貸方連結調整勘定の場合には営業外収益の区分）に表示さ
れる（改訂「連結原則」注解23)。また，連結調整勘定の償却期間については，
現行原則では毎期均等額以上の償却を規定しているに過ぎないが（現行「連
結原則」第四，二， 2), 日本公認会計士協会が「連結財務諸表監査上当面の
取扱い」として，原則 5年均等償却を監査上妥当な処理として取り扱うこ
とを定めている 2)。これに対して，改訂原則では国際的動向を考慮して叫
「原則として20年以内に，定額法その他合理的な方法により償却しなけれ
ばならない」と規定している（改訂連結原則」第四三， 2）。
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3)少数株主持分の改正
改訂原則は連結概念に変更を加えず現行原則の親会社概念を踏襲したも
のの，その実質は相当経済的単一体概念に接近している丸資本連結手続き
における全面時価評価法の導入にその一面が現れているが，非支配株主持
分の扱いの変更にも同様の指摘が可能である。
すなわち，少数株主持分は「返済義務のある負債ではなく，連結固有の
項目であること」（新連結意見書第二部，二， 2)を理由に，現行原則に基づ
く負債の部での表示（現行「連結原則」第四，六， 1)から，負債の部と資本
の部の間の独立項目として表示する（改訂「連結原則」第四，九， 1)ことに
変更している。
もともと非支配株主持分とはいえ，被支配会社に対する経営参加権と利
益並ぴに残余財産に対する分配請求権を有している点で支配株主持分との
間に差異はない。したがって，負債と同列に扱うことには疑義がある。親
会社概念のもとでは，非支配株主持分は親会社株主持分の外部にあるとい
うにすぎない。連結固有の項目との説明は，こうした事情を考慮している
のであろう。
さて，改訂原則における以上の改正を，原則改定作業に当たって強く意
識したであろうと予想される国際会計基準 (IAS)及び米国財務会計基準審
議会 (FASB)公開草案と対比して一覧に纏めると，表 1のようになる。
2) 日本公認会計士協会によれば「会社が連結調整勘定を 5年間にわたって均等償却
しているときは，監査上妥当な会計処理を行ったものとして取扱う。会社が5年を
超える長期にわたって償却しょうとする場合には，監森人は，その期間の決定が合
理的な基礎によっているものであることを確かめなければならない」と定めている
（日本公認会計士協会 [1980], 「連結調整勘定の償却」）
3)表1に示すように， IASでは22号42項で原則 5年以内，最大でも20年を超えては
ならないと規定し，米国では会計基準審議会(AccountingPrinciples Board, APB) 
意見書第17号29項で40年以内と定めている。
4)改訂原則における連結概念の詳細については（松尾 [1998]）を参照されたい。
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表 1 連結概念・範囲・資本連結手続き日米 IAS比較
日本 IAS27号 FASB公開草案
現行原則 改訂原則 （一部2号） (1995年）
連結概念 親会社概念 現行より実体的 経済的単一体概念 経済的単一体概念
色彩の強い の色彩の強い
親会社概念 親会社概念
連結範囲 持株基準 支配力基準 支配力基準 支配力基準
判定基準
資本連結 部分時価 部分時価評価法 標準処理； 全面時価評価法
手続き 評価法類似 または全面時価 部分時価評価法
手続き 評価法 代替処理；
全面時価評価法
連結調整 5年均等 原則20年以内 原則5年以内 40年以内 (APB
勘定償却 償却 最大20年以内 意見書第17号）
少数株主 負債の部 負債の部と資本 負債と株主 株主持分の一部
持分表示 の部の間 持分の間
2 設例と解説
前項で指摘した改正事項が連結財務内容の分析に及ぽす影響を検討する
ために，簡単な設例を提示しよう。
【設例】
P社はS社の発行済議決権株を下記の通り 2回にわたり計45％取得し，
協力株主の存在により，株主総会において議決権の過半数を継続的に占め
ることができるようになった。
①原始取得日 ②第二次取得日
(20％取得価額10) (25％取得価額50)
S社財政状態 S社財政状態 P社財政状態
B.V. F.V. B.V. F.V. 
資 産 1,500 1,700 1,600 2,000 16,600（内S社投資600)
負 債 1,000 1,000 1,000 1,000 10,000 
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資本金 400 
剰余金 100 
評価差額
B.V．は帳簿価額
F.V．は公正価値（時価）
400 
100 
200 
400 
200 
400 5,000 
200 1,600 
400 
この設例をもとに連結会計を考える場合，現行原則と改訂原則の大きな
違いは連結の可否，言い換えればS社を子会社と判定できるか否かの問題
である。
現行原則によれば，発行済議決権株の過半数所有をもって子会社として
判定する持株基準で連結範囲を決定するため（現行「連結原則」第三，ー， 2),
s社は子会社と判定されず， P社が連結子会社を他に有していることによ
り連結財務諸表を作成している場合には， S社は関連会社としてS社投資
には持分法が適用されることになる（現行「連結原則」第四，五）。 P社が連
結財務諸表を作成してなければ，現行原則ではS社投資に持分法も適用さ
れず， P社個別財務諸表上S社投資は原価で表示されることになる。その
結果，現行原則によれば企業集団の財務内容に関する実態が不透明になる。
改訂原則では支配力基準を適用するため，第二次取得の段階でS社はP
社の子会社として連結対象になり，現行原則と比べて企業集団の財務内容
に関する透明性が高まる。その場合，改訂原則では連結に際して，部分時
価評価法あるいは全面時価評価法のいずれか一方を選択する。
部分時価評価法によれば取得Hごとに親会社持分相当の子会社資産・負
債については取得日の時価で評価し，非支配株主持分相当の子会社資産・
負債については子会社の帳簿価額で連結手続きを行う。
全面時価評価法によれば子会社に対する非支配株主持分を含むすべての
子会社資産・負債を支配獲得日の時価で評価した額を基準として連結手続
きを行う。全面時価評価法の場合，連結手続きの結果生ずる連結調整勘定
について，改訂原則は親会社持分相当分のみを計上する買入のれん説を支
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持していて，推定計算により非支配株主持分相当分も計上する全部のれん
説については，「なお問題が残されている」として排除している（新連結意
見書第二部，二， 5(1)③）。改訂原則が買入のれん説を支持したのは，現行制
度における有償取得のれんの認識・計上との整合性を維持するためであろ
う。
叙述の通り設例のケースでは，現行原則に基づけば連結財務諸表が作成
されず親会社P社の個別財務諸表だけの作成となるので，本稿では改訂原
則に墓づく連結財務諸表をもとに， P社の財務内容を検討しつつ，随時P
社個別の財務内容と比較しよう。
1)部分時価評価法
部分時価評価法によれば，投資と資本の相殺消去は次の 3つの一連の手
続きからなる。子会社資産・負債の評価，投資と資本の相殺，及ぴ取得後
剰余金の処理の 3つである。
(1) 部分時価評価法による投資と資本の相殺消去手続き
(i)子会社資産及び負債の評価
改訂原則によれば，子会社の資産及ぴ負債のうち，親会社持分相当部分
は株式取得日ごとに当該日の公正評価額，すなわち時価で評価し，非支配
株主持分相当部分は子会社の帳簿価額による（改訂「連結原則」第四，二， 1 
(1))。
設例によれば，原始取得日では，子会社S社の資産簿価1500,時価1700
と開きがあり，負債は両者が同額なので，原始取得親会社持分20％に相当
する子会社資産の時価評価額340(1700X0.2)，原価額300(1500 XO.2)， し
たがって評価差額が40となる。同様にして，第二次取得日では，子会社S
社資産の簿価1600,時価2000,負債は原始取得日と同じく簿価・時価同額
なので，第二次取得親会社持分25％に相当する子会社資産の時価評価額
500(2000X0.25)，原価額400(1600 XO. 25)，したがって評価差額が100とな
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る。これらの原始取得日及び第二次取得日に係る評価差額は，子会社資本
とされる（改訂「連結原則」第四．二， 2）。
(ii)投資と資本の相殺消去
部分時価評価法では．株式取得Hごとに算定した子会社資本のうち親会
社取得株式に対応する部分を投資と相殺消去し（改訂「連結原則」注解10の
1)，非支配株主に帰属する部分は非支配株主持分として処理する（改訂「連
結原則」注解11の1)。
設例によれば，原始取得日に親会社の子会社投資（親会社持分20%)100 
と相殺される子会社の資本は，資本金80(400X 0.2)．剰余金20(100X0.2),
及び評価差額40(200 X 0.2)である。第二次取得Hに親会社の子会社投資（親
会社持分25%)500と相殺される子会社資本は．資本金100(400 X 0.25)，剰
余金50(200X 0.25)，及び評価差額100(400X 0.25)である。
(ii)取得後剰余金の処理
株式取得日後に生じた子会社の剰余金のうち親会社取得株式に対応する
部分は，連結剰余金として処理する（改訂「連結原則」注解10の1)。
設例によれば，原始取得日から第二次取得日の間に子会社S社の剰余金
が100増加しているので，そのうち親会社持分20％に係る取得後剰余金20が
連結剰余金として処理されることになる。
(2) 部分時価評価法による資本連結仕訳
設例をもとにした部分時価評価法によるこれらの一連の資本連結手続き
を，仕訳で示すと次のようになる。
原始取得時 資本金 80 投 資 100 
剰余金 20 連結調整勘定 40 
評価差額 40 
取得後剰余金 剰余金 20 連結剰余金 20 
第二次取得時 資本金 100 投 資 500 
剰余金 50 
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評価差額 100 
連結調整勘定 250 
計（投資と相殺分）資本金 180 投 資 600 
剰余金 90 連結剰余金 20 
評価差額 140 
連結調整勘定 210 
（非支配株主持分へ振替分）
資本金 220 非支配株主持分 330 
剰余金 110 
ところで上記の仕訳では，原始取得時に生じた貸方連結調整勘定と第二
次取得時に生じた借方連結調整勘定を相殺している。改訂原則は連結調整
勘定をのれんと性格付け（新連結意見書第二部，二， 5(1)③），借方及び貸方
の双方に生ずる場合には，それらを相殺して記載することができる旨規定
している（改訂「連結原則」注解21の2)ので，貸方連結調整勘定を負ののれ
ん，借方連結調整勘定を正ののれんとして，貸借相殺した正味のれんの金
額を上記集計仕訳では示している丸
上記の仕訳が示しているように，部分時価評価法では段階法が原則的処
理になる。しかし，連結結果に著しい相違がなければ，支配獲得日の時価
を基準として，子会社の資産及び負債のうち親会社の持分に相当する部分
を一括して評価することができる（改訂「連結原則」注解8)。このように部
分時価評価法の原則的処理が，現行原則の原則的処理である段階法（現行
「連結原則」注解6の1）と手続き的に類似しているところから，われわれ
が実施した，改訂連結原則の実施を間近に控えて，部分時価評価法と全面
時価評価法のいずれを選択するのかを問うた調査でも，後者の全面時価評
価法より前者の部分時価評価法を選択する予定と回答した会社の方が多か
5)黒川 ([1998],168-169頁）によれば．負ののれんの解釈については．正常利潤以
下の収益力．購入差益，未払金，測定残余があるが．正常利潤以下の収益力以外は
積極的な意味は無いという。
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(3) 部分時価評価法による連結貸借対照表
部分時価評価法に基づく一連の資本連結仕訳を終えたので，次に親会社
P社の連結貸借対照表を作成しよう。
連結貸借対照表
資 産 17,74QXI 負 債 11,000 
連結調整勘定 210 非支配株主持分 330 
資本金 5,000 
連結剰余金 1,62QX2 
17,950 | 17,950 
* 1 16,000+1, 700X0.2+2,000X0.25+ (1,600-1,500) X0.2+ 
1, 600 X O.55 = 17, 7 40
* 2 連結剰余金の内訳
親会社剰余金 1,600 
取得後剰余金親会社持分 20 
計 1,620
この連結貸借対照表の作成に際して注意を要するのは資産評価額， した
がって連結剰余金の金額である。結論を先に示せば，保有損益，換言すれ
ば連結評価替剰余金の混入を避けることである。上記＊ 1の資産評価額に
関する算定プロセスは，この点を説明している。もし資産評価額を16,000+
2, 000 X O.45 + 1, 600 X O.55 = 17, 780と算定すれば，そこには原始取得持分
20％に係る，取得後評価差額変動分200(400-200)に対する保有利得40が混
6)この調査は1997年9月に東証，大証第1部及び第2部上場会社のうち，金融，保
険，証券，サーピスを除く「一般事業会社」を対象に実施し， 431社から回答を得た。
本調査中「連結財務諸表原則の改訂に関する調査」は高須が担当した（会計国際化
調査グループ [198],50-51, 9頁）。
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入し，連結剰余金の内訳は下記のようになる。
連結剰余金の内訳
親会社剰余金 1,600 
取得後剰余金親会社持分 20 
取得後評価差額親会社持分 40 
計 1,660
改訂原則が資本連結手続きに際して子会社資産及び負債の時価評価を要
求しているのは，連結会計における企業集団の財務内容に関する実態開示
を促進することと同時に，取得原価主義会計の整合性を徹底するためであ
って，時価主義会計を導入することにあるのではない。原価とは取引時点
の公正価値，すなわち時価を反映した額なのである。したがって，改訂原
則が子会社資産・負債の時価評価を規定しているのは，子会社株式取得時
あるいは支配獲得時であって，取得後あるいは支配獲得後ではない。した
がって，改訂原則のもとでは，保有損益の算入を回避することに注意しな
ければならない。
2)全面時価評価法
全面時価評価法は部分時価評価法とは，資本連結のタイミングと時価評
価の対象が異なる。全面時価評価法では，資本連結手続きを行うのは支配
獲得日であって，支配獲得前には部分時価評価法のように取得日ごとには
行わない（新連結意見書第二部，二， 5,(1）②）。したがって，本設例では，
支配獲得前の取得後剰余金の処理は全面時価評価法のもとでは必要ない。
支配獲得後に生じる子会社剰余金に関する処理は必要であることは言うま
でもない（改訂「連結原則」注解IOの2)。
結局，本設例のもとで，全面時価評価法による投資と資本の相殺消去手
続きとして必要なのは，子会社資産・負債の評価及び投資と資本の相殺の
2つである。
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(1) 全面時価評価法による投資と資本の相殺消去手続き
(i)子会社資産及び負債の評価
改訂原則によれば，非支配株主持分相当部分を含む子会社の資産及び負
債のすべてを，支配獲得日に当該日の公正な評価額，すなわち時価で評価
する（改訂「連結原則」第四，二， 1 (2)）。
設例によれば，支配獲得Hである第二次取得日の時価で子会社S社の資
産及び負債のすべてを評価する。資産の時価評価額が2,000,簿価1,600,
負債は時価・簿価同額なので，評価差額は400である。評価差額は子会社の
資本となる（改訂「連結原則」第四，二， 2）。
(ii)投資と資本の相殺消去
全面時価評価法によれば，支配獲得に算定した子会社の資本のうち親会
社に帰属する部分を投資と相殺消去し（改訂「連結原則」注解10の2)，非支
配株主持分に帰属する部分は非支配株主持分として処理する（改訂「連結原
則」注解1の1)。
設例によれば，親会社P社による子会社S社投資600と相殺消去される親
会社株主帰属子会社資本は，資本金180(400 XO. 45)，剰余金90(200X0.45),
評価差額180(400 XO. 45)となり，非支配株主持分に帰属する子会社資本
550 (1,000 XO. 55)が，非支配株主持分として処理される。非支配株主持分
に帰属する子会社資本の内訳は，資本金220(400 XO. 55)，剰余金110(200X
0.55)，評価差額220(400 XO. 55)である。
(2) 全面時価評価法による資本連結仕訳
設例をもとにした全面時価評価法によるこれらの一連の資本連結手続き
を，仕訳で示すと次のようになる。
支配獲得時 （投資相殺分）資本金 180 投 資 600 
（第二次取得時） 剰余金 90 
買入のれん説 評価差額 180 
連結調整勘定 150 
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（非支配株主分）資本金
剰余金
評価差額
220 非支配株主持分 550 
llO 
220 
上記仕訳において，親会社に帰属する子会社資本と親会社の子会社投資
との相殺に際して生じている借方連結調整勘定150が，部分時価評価法の場
合における集計仕訳借方の連結調整勘定210との間に60の差異があるのは，
部分時価評価法の原則的処理が段階法によるため，部分時価評価法では，
原始取得の段階で貸方連結調整勘定40及ぴ取得後剰余金発生の段階で取得
後剰余金親会社持分20が認識・計上されていることによる。
部分時価評価法を採用していても連結計算結果に著しい相違がなけれ
ば，支配獲得日の時価を基準として，子会社の資産及ぴ負債のうち親会社
持分相当部分を一括評価することも改訂原則は認めている（改訂「連結原則」
注解8)。したがって，部分時価評価法のもとで一括法によれば，上記仕訳
のうち投資相殺分の仕訳は，全面時価評価法と同じになり，連結調整勘定
は150となる。異なるのは，非支配株主持分への振替えが部分時価評価法で
は子会社の帳簿価額に甚づくため，上記の非支配株主持分への振替仕訳に
示されている評価差額が生まれず，部分時価評価法集計仕訳と同一になる。
(3) 全面時価評価法による連結貸借対照表
全面時価評価法による一連の資本連結仕訳を終えたので，その仕訳をも
とに親会社P社の連結貸借対照表を作成しよう。
改訂連結財務諸表原則が連結財務分析に与える影響（松尾） （873) 303 
連結貸借対照表
資 産 18,00QXI 負 債 11,000 
連結調整勘定 150 少数株主持分 550 
資本金 5,000 
連結剰余金 1,600 
18,150 18,150 
* 1 16,000+2,000=18,000 
改訂原則はのれんについて，買入のれん説を支持して全部のれん説を排
除しているが， もし全部のれん説に従って本設例を処理するとすれば，親
会社持分からの推定計算により，非支配株主持分部分が次のように仕訳処
理され，非支配株主持分に係る連結調整勘定が計上されることになる。
全部のれん説 資本金 220 非支配株主持分 733x
（非支配株主分） 剰余金 110 
評価差額 220 
連結調整勘定 183 
55 600X~=733 （小数点以下切捨て）
45 
3 改訂原則が連結財務分析に及ぼす影響
前項の連結貸借対照表をもとに，連結財務内容を分析しよう。本設例の
条件によれば，現行原則では連結財務諸表が作成されず， P社は個別財務
諸表を作成するだけであることを既に指摘したが，本項では現行原則と改
訂原則の比較のため，この個別財務諸表も使うことにする。
改訂原則の部分時価評価法及び全面時価評価表に基づく連結貸借対照表
と親会社P社の個別貸借対照表を一覧形式で纏めたのが表2である。
本設例では時価が上昇の傾向にある状況を想定しているが，表2はそう
した時価状況反映度合いの相違，言い換えれば実態開示の程度の違いを明
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資 産
連結調整勘定
資産合計
負 債
非支配株主持分
資 本 金
連結剰余金
負債・資本合計
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表 2 p社貸借対照表
連結貸借対照表（改訂原則）
部分時価評価法 全面時価評価法
（買入のれん説）
金額 負債． 金額 負債．
資本比率 資本比率
17,740 18,000 
210 150 
17,950 18,150 
11,000 63.12% 11,000 63.64% 
330 550 （非支配株主持
5,000 5,000 分を含む）
1,620 1,600 60.61% 
17,950 18,150 （非支配株主持
分を含まず）
個別貸借対照表
（現行原則）
金額 負債．
資本比率
16,600 
16,600 
10,000 60.24% 
5,000 
1,600 
16,600 
瞭に示している。すなわち，資本連結に際して子会社の資産及ぴ負債を全
面的に時価評価する全面時価評価法では，非支配株主持分も上昇気味の時
価を反映しているために，非支配株主持分を含む負債比率が3つの中で最
も高く．逆に言えば株主資本比率が最も低い。それに対して，そうした時
価評価を一切行わず．かつ，持株基準によってS社を連結子会社から外す
現行基準に準拠して作成した財務諸表に基づく負債比率が最も低く，従っ
て株主資本比率が最も高い。言うまでもなく，株主資本比率に及ぽすこう
した影響は，投資判断の重要な指標である株主資本利益率(ROE)に影響を
与える。このことから．改訂原則が現行原則と比べて企業集団の財務内容
の実態に関する透明性の向上， したがって的確な投資意思決定に寄与する
ことが分る。
表1に示している FASB連結公開草案 (1995年）によれば．経済的単一
体概念を支持しているために，非支配株主持分は資本として分類されるか
ら，その場合には負債比率が60.61％になることを表2は示している。
実態開示に関する改訂原則と現行原則との違いは．本設例のもとで現行
原則に基づく段階法に従った連結貸借対照表と改訂原則の部分時価評価法
に準拠した連結貸借対照表を対比すれば，より一層鮮明になる。そうした
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対比を示しているのが，表3である。
表 3 p社連結貸借対照表
改訂原則 現行原則
部分時価評価法 段階法
金額 負債． 金額 負債・
資本比率 資本比率
資 産 17,740 17,600 
連結調整勘定 210 350 
資産合計 17,950 17,950 
負 債 11,000 63.12% 11,000 63.12% 
非支配株主持分 330 330 
資 本 金 5,000 5,000 
連結剰余金 1,620 1,620 
負債・資本合計 17,950 19,950 
表3は，改訂原則と現行原則の違いが資産評価額の差異， したがってそ
うした差異を反映した連結調整勘定にあることを示している。現行原則の
連結調整勘定が改訂原則のそれより140多いのは，現行原則では原始取得日
の子会社資産時価評価額のうち親会社持分20％相当部分40(200X0.2)及び
第二次取得日子会社資産時価評価額のうち親会社持分25％相当部分
100 (400 XO. 25)を連結資産評価額に反映させず， したがって連結調整勘定
に含ませているためである。
現行原則によれば，連結調整勘定の原因分析が容易に可能であれば，当
該適切な科目に振替えることになっている（現行「連結原則」第四，二， 2）。
しかし，もしこうした原因分析と該当科目への振替処理が行われなければ，
連結調整勘定は償却を通じてその後の損益計算に影響し，連結時点だけで
なくその後の期間の実態をも不透明にすることになる”。
7)大倉 [1998]は，わが国では現行原則のもとで投資差額の原因分析が十分行われ
ず，連結調整勘定として処理されていることを，自ら実施した実態調査から明らか
にしている（大倉 [1998],149-153頁）。
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＜おわりに＞
改訂原則が現行原則よりも企業集団の財務内容に関する実態開示の改善
に寄与することが理解できた。特に改訂原則はIASとほぽ歩調を合わせた
ことにより，連結財務諸表の国際的な企業間比較が現行原則と比べて著し
く向上する。
しかし，他方で，資本連結手続きに若干の差異がある。すなわち改訂原
則は部分時価評価法と全面時価評価法の選択適用を認めているのに対し
て， IASは表1に示しているように部分時価評価法を標準処理，全面時価
評価法を代替処理としている。このことは代替処理を選択適用した場合に
は，標準処理に基づく結果との差異開示が必要であることを意味している。
さらにまたFASBでは経済的単一体概念が支持される傾向にある。経済
的単一体概念のもとでは全面時価評価法になる。したがって， SEC基準準
拠企業は早晩全面時価評価法による資本連結を行い，非支配株主持分を資
本の部に表示することになろう。資本連結手続きの差異が，企業集団の財
務内容の分析に影響を及ぽすことを本稿は明らかにしてきた。
部分時価評価法と全面時価評価法との間に本稿で明示したような時価反
映度の差異がある以上，各企業集団はグループの財務構成，時価状況，株
主，債権者，従業員などの利害関係者との契約内容などによって親会社に
有利な時価評価法を選択することになろう。
情報作成者側のこうした会計行動を予測したうえで，企業集団の実態開
示を促進するには，連結情報に基づく企業間比較可能性を国内的にも国際
的にも保証するてだてが必要であろう。
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